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１ はじめに

2020年度に、資源エネルギー庁主催の「特定計量制度及び差分計量に係る検討委員会」において、
一定のルール整備が図られたので、今回は、分散型エネルギーリソース普及に向けた次世代の
社会課題への対応として、特定計量制度の概要等の内容について紹介する。
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再生可能エネルギーの拡大に向けて２
再生可能エネルギーの拡大に向けては、需給調整市場での取引や、環境価値の取引など、
新たなビジネスの創出を巻き込み、コスト低減とともに更なる普及拡大が期待されており、
分散型エネルギーリソースの活用促進に向けた環境整備として、2022年4月から特定計量制度が
開始されることとなった。

地球温暖化による気候変動への対策1
地球温暖化による気候変動への対策として、
日本は2020年10月に「2050年カーボンニュートラル」を宣言したが、そうした背景をもとに、
再生可能エネルギーの主力電源化が最優先課題としてあげられている。

新たなビジネスに伴う電気計量の必要性３
また、分散型エネルギーリソースの普及に伴い、複数電源の測り分けや、需要家全体の電力使用量から
EV充電による消費電力量を差し引き、需要家内消費分の電力量を算出するといったケースなど、
新たなビジネスに伴い電気計量が必要となってくる。

特定計量制度に関する背景
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２ 電気計量を取り巻く昨今の環境変化の紹介

① 2021年10月に閣議決定された「第6次エネルギー基本計画」は、気候変動問題への対応とエネルギー需給
構造の抱える課題の克服という２つの視点を踏まえて策定された。

② 上記の基本計画では、2050年カーボンニュートラル（2020年10月表明）、2030年度の46％削減、更に
50％の高みを目指して挑戦を続ける新たな削減目標（2021年4月表明）の実現に向けたエネルギー政策
の道筋を示すこと等を掲げ、官民一体となった取り組みが期待されている。

③ そのような状況において、脱炭素化、災害時のエネルギーの供給や早期復旧の体制構築にも寄与し、電力・
燃料のエネルギーインフラの強靱化にも資する役割を担う、分散型エネルギーリソース活用への期待は大きい。
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（1）エネルギー基本計画と分散型エネルギーリソース活用への期待

図）分散型エネルギーシステム事業を取り巻く環境のイメージ
第13回持続可能な電力システム構築小委員会

（令和3年12月3日）参考資料より抜粋



電気自動車の充電（単価を変えるサービスメニュー）
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２ 電気計量を取り巻く昨今の環境変化の紹介

① 太陽光発電やEVなどの分散型エネルギーリソースの普及に伴い、
その発電電力量などを取引に用いたいとする計量ニーズが出てきた。

② 今後生まれる多様な計量ニーズに対し、計量法に基づく検定等を
受けた計量器だけでなく、多様な機器や設備による計量も活用する
ことで合理的に応えたい、とする事業者からの声が大きくなっていた。
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（2）分散型エネルギーリソースの普及に伴う新たな電気計量（取引）ニーズの出現
太陽光発電（PPAモデル）
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３ 特定計量制度の創設

そこで、多様な機器や設備による計量も活用できるよう制度の合理化を図る観点から、
新たな制度（特定計量制度）がエネルギー強靭化法に盛り込まれることとなった。
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（1）エネルギー供給強靱化法による特定計量制度の創設

制度の対象は、家庭等の分散型エネルギー
リソースを活用（リソース等を特定）した計量で
かつ、国に届出を行った新たな取引等に限る。

届け出た取引等に対して、計量法の規定について
適用除外となり、代わりに電気事業法の規定が
適用され、物（計量器）に対する視点の規制が
者（届出者）に対する視点の規制になる。

事前に届出を行ったアグリゲーター等の事業者に
対し、適切な計量の実施を確保し、家庭等の
需要家を保護する観点から、用いる計量器の
精度の確保や需要家への説明が求められる。

特定計量制度の３つのポイント

対象は、リソース等を特定した計量

届け出た取引等は計量法の一部が適用除外に

届出者には説明責任等が課せられる

1

2

3
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３ 特定計量制度の創設

Copyright© Japan Electric Meters Inspection Corporation. All Rights Reserved 2022.2.25 計測標準フォーラム

第10回持続可能な電力システム
構築小委員会（令和3年4月23日）

資料3より抜粋
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３ 特定計量制度の創設
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①リソース等の単位で計量対象が特定された計量
②一定の規模（原則500kW）を超えない計量
※ただし、規格等がある場合は、規格等が定める上限に従う

③計量法に基づく検定証印等が付されている計量器であって、検定証印等の有効期限を経過しないものを使用する計量は除く

「特定計量」の定義

計量器に係る基準として、次の５項目が挙げられている
① 公差（取引規模に応じて７段階に分けられた中から選択）
② 構造（表記、表示、封印等、性能）
③ 検査方法（使用前等検査、基準適合検査）
④ 検査主体（能力、体制）
⑤ 使用期間

特定計量に使用する計量器に係る基準

① 特定計量制度は、主に家庭等の分散型リソースを活用した新たな取引等について、事前に届出を行った
アグリゲーター等の事業者等に対し、特定計量に使用する計量器に係る基準や、需要家保護の観点を含む
特定計量をする者（届出者）に係る基準に従うなどの適正な計量を担保するための義務も課すことで、
計量法に基づく電気計量制度の検査等を合理化したもの。

② 特定計量制度は、電事法施行規則に「特定計量」の定義・要件を定めており、具体的には特定計量制度に
係るガイドラインに定義・要件や、届出者が従うべき基準を満たすと認められる内容が示されている。

（2）特定計量制度の概要（2020検討委員会の資料の紹介・解説）

特定計量の届出者が従うべき基準
者に係る基準として、次の６項目が挙げられている
① 説明責任
② 苦情等処理体制
③ 台帳の作成・保管
④ その他特定計量を適正に遂行するための措置
⑤ 事業者の届出、変更届出内容
⑥ 届出者に求める報告内容
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３ 特定計量制度の創設
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第10回持続可能な電力システム
構築小委員会（令和3年4月23日）

資料3より抜粋
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３ 特定計量制度の創設
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第10回持続可能な電力システム
構築小委員会（令和3年4月23日）

資料3より抜粋
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３ 特定計量制度の創設
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第10回持続可能な電力システム
構築小委員会（令和3年4月23日）

資料3より抜粋
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３ 特定計量制度の創設
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第10回持続可能な電力システム
構築小委員会（令和3年4月23日）

資料3より抜粋
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３ 特定計量制度の創設
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第10回持続可能な電力システム
構築小委員会（令和3年4月23日）

資料3より抜粋
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３ 特定計量制度の創設

① 特定計量制度は、分散型エネルギーリソースをターゲットとすることで、合理化が図られている。
② 特定計量制度は、電気事業法に基づき、者（届出者）に対しての規制をかける反面、計量法の規定を一部適用
除外とするなど、物（計量器）に対しての規制は柔軟化（合理化）される。

③ 特定計量制度の対象は、「リソース等の単位で計量する電力量が特定された取引等」であり、従来の電力会社と
の取引に用いるスマートメーターによる電力使用量の計量や計量テナント等の子メーターによる電力使用量の計量は、
従来どおり計量法の対象となる。（ただし、リソース等を特定できる計量は、特定計量制度の対象となり得る。）
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（3）特定計量制度の概要（計量法に基づく、電気計量制度との比較）

電気事業法に基づく、特定計量制度 計量法に基づく、電気計量制度

対象
事前に経産大臣に届け出た事業者（届出者）が行う以下の要件を満たす取引等
ア．太陽光発電量やEVの充放電量など、リソース等の単位で計量する電力量が

特定された計量
イ．一定の規模（原則500kW）未満の計量 ※規格等が定める場合を除く

電力量による全ての取引、証明

主な取引事例
自家消費電力量の計量、
EV充放電取引電力量の計量、
デマンドレスポンスに伴う抑制等電力量の把握

電力供給に伴う電力量取引

主な取引者 届出者（太陽光発電第三者所有モデルやアグリゲーター等のサービス事業者）、
プロシューマー、一般送配電事業者、一般消費者等

消費者を含むすべての電力需要家、
小売電気事業者

使用する計量機器 特定計量に使用する計量器（パワーコンディショナー、EV充放電設備等） 特定計量器（主にスマートメーター）
計量機器の

所有者、管理責任
分散型電源等の所有者
ただし、管理責任は特定計量制度による取引等の届出者

一般送配電事業者
（子メーターの場合、ビルオーナー、大家等）

根拠法、基準、規格 電気事業法（具体的な基準は省令、ガイドライン等） 計量法（具体的な技術基準は省令）

規制方法
電気事業法に基づき、
主に者（サービス事業者）に対して基準を設定
取引等の提供者（届出者）は経産大臣へ届出

計量法に基づき、
主に物（計量器）に対して基準を設定
計量器の製造事業者は経産大臣へ届出
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３ 特定計量制度の創設

④ 取引等に使用される計量器（特例計量器、特定計量器）に係る規制の流れは、以下のとおり。
⑤ 特定計量器は、取引等に幅広く使用されることから、主に物（計量器）に対する視点、他方、特例計量器は、
リソース等を特定した取引等に限定されることから主に者（サービス提供者）に対する視点での規制の流れ。
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（3）特定計量制度の概要（計量法に基づく、電気計量制度との比較）

電気事業法に基づく、特定計量制度のもとで使用される計量器
（特例計量器）の場合

計量法に基づく、電気計量制度のもとで使用される計量器
（特定計量器）の場合

取引等に
使用される
計量器

(電気計器)
の

規制の流れ

製造事業者

取引等に使用

型式承認

検定
・構造(一部)
・器差

検定
・構造
・器差

自主検査
・構造(一部)
・器差

型式承認

指定製造
事業者
の指定

製造事業者

（通常の場合）（指定製造事業者の場合）
初回使用 (検定有効期限迄) ２回目以降 (検定有効期限迄)

計量器の使用者

修理事業者
による修理

指定製造事業
者が自社の
再生品を

使用して製造

取引等に使用

検定
・構造(一部)
・器差

自主検査
・構造(一部)
・器差

※指定製造事業者とは、製造事業者のうち、優れた品質管理能力を有するとして
経済産業大臣の指定を受けたもの（事業所ごと）

※指定製造事業者の自主検査は、新品あるいは再生品を使用して製造した自社計器
（対象：誘導形）について、認められている

使用 (届出の使用期限迄)

アグリゲーター等の事業者

特定計量制度利用の届出
・特定計量の内容
・特定計量の適正確保の措置の内容
・その他経済産業省令で定める事項等

製造事業者による
計量器の製造

検査能力を有する者による
特定計量制度に係る
ガイドラインに基づく、計量器の
検査
・基準適合検査・型名毎
（性能に係る基準）
・使用前等検査・計量器毎※
（公差に係る基準）
※適切な実施を前提に
サンプル検査も許容

※上記は主と思われる流れを記載している

特定計量を行う
計量器の選定

取引等に使用
（届出者に、特定計量の適正確保のための
取引者への説明責任や定期的な報告等の義務が課せられる）



15

３ 特定計量制度の創設
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（3）特定計量制度の概要（計量法に基づく、電気計量制度との比較）

電気事業法に基づく、特定計量制度 計量法に基づく、電気計量制度

特
定
計
量
に
使
用
す
る
計
量
器
に
係
る
基
準

公差 特定計量の届出者が使用公差0.9％～10％の7段階の中から選択 家庭用スマートメーター：使用公差±３％

構造

表記 計量器等に製造事業者名、型名等の電気計器を特定するために
必要な情報を表記

計量器本体に製造事業者名、型名等の
電気計器を特定するために必要な情報

表示 分離された表示モニタ、スマートフォンの端末等への表示も可能 計量器本体に表示すること等が必要

封印等 不正アクセス等の防止措置や、不正アクセス等を検知する機能の
搭載、違約金等の運用ルールによる措置等も可能

計量器の外箱を封印する等の物理的な
措置が必要

性能 特定計量制度に係るガイドラインに規定する要件を満たすこと 計量法に規定する要件を満たすこと

検査方法
（検査スキーム）

構造の確認 計量器の型名に対する基準適合検査
（使用環境等に応じて、必要な試験を選択）

計量器の型式に対する型式承認試験
（電気的性能試験や耐候試験などの
試験を実施）

公差等の確認 計量器に対する使用前等（使用前、出荷前）検査 計量器に対する検定試験

検査主体 基準への適合性を確認するために必要な「能力」、「体制」を有する者 検定機関、指定製造事業者

使用期間 特定計量の届出者が使用期間中の性能等を満たすことの検査等
から総合的に判断し、使用期間等を設定可能

検定有効期間を規定
家庭用スマートメーター：10年

⑥ 特定計量に使用する計量器に係る基準の概要を整理すると、以下のとおり。
⑦ 特定計量制度の趣旨に鑑みて、者に対する視点の規制となっているため、計量器に対しての規制が、計量法に
基づく電気計量制度に比べ、柔軟化（合理化）されている。
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３ 特定計量制度の創設
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（3）特定計量制度の概要（計量法に基づく、電気計量制度との比較）

電気事業法に基づく、特定計量制度 計量法に基づく、電気計量制度

特
定
計
量
の
届
出
者
が
従
う
べ
き
基
準

説明責任 取引の相手方に対して取引についての説明を行い、承諾を得る
（契約時の説明や書面等での交付など）

－
（特定計量器に係る規制）

苦情等処理体制
（届出時に体制について提出）

苦情等に対応する窓口の設置／その対処に関する十分な体制整備／
苦情等の件数や内容、改善の措置等の記録（記録は一定期間の保管）

台帳の作成・保管 個々の取引に係る情報の適切な管理
（台帳を作成し、取引期間を踏まえた一定期間の保管）

その他特定計量を適正に
遂行するための措置

セキュリティを脅かされないような措置／
計量データ等が取引に必要な期間、適切な方法により保存

事
業
者
の
届
出

・
変
更
届
出
内
容

特定計量の内容 計量対象／取引規模／
使用する計量器（計量器の種別、製造事業者名、型名等）

特定計量の適正を確保
するための措置の内容

適正な公差の選択／適正な性能の確保に関する事項／
基準適合検査及び使用前等検査の検査主体／
使用期間の設定方法／苦情等処理体制／その他手段の適切性等

その他経産省令で
定める事項 電話番号／電子メールアドレスその他の連絡先

届出者に求める報告内容
特定計量の実施状況や苦情等の情報を定期的に報告
使用する計量器ごとの取引件数／検査主体の適切性維持／
使用している計量器の運用状況／
苦情・異常（故障等）の件数及びその対応状況 等

届出製造事業者に対して、
計量器の製造個数などの報告義務等

⑧ 特定計量の届出者が従うべき基準の概要を整理すると、以下のとおり。
⑨ 特定計量制度に係るガイドラインに、届出内容が規定されている。
⑩ 特定計量制度の趣旨に鑑みて、計量法に基づく電気計量制度に比べ、者に対する要件が追加されている。
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４ その他 差分計量ニーズへの対応

① 分散型エネルギーリソースの活用が期待される中、事業者が太陽光発電設備を需要家に無償設置等をして
行うPPAモデルや、リソースが持つ環境価値に着目した取引、EV充電量サービス等の売電単価や売り先等を
区別する目的で、需要場所内のリソースごとの消費量・発電量と家庭内消費量等を測り分けるために、更なる
差分計量による取引ニーズが高まっていた。

Copyright© Japan Electric Meters Inspection Corporation. All Rights Reserved 2022.2.25 計測標準フォーラム

（1）分散型エネルギーリソースの活用に伴う差分計量ニーズの高まり

第35回基本政策小委員会（令和3年5月25日）
資料5より抜粋
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４ その他 差分計量ニーズへの対応

Copyright© Japan Electric Meters Inspection Corporation. All Rights Reserved 2022.2.25 計測標準フォーラム

（2）差分計量を実施する際の条件等の整理内容（2020検討委員会に係る紹介・解説）
① 今回の特定計量制度と併せて、差分計量ニーズの高まりを受け、2020年度の計量専門委員会では差分計量を
実施する際の考え方についても検討された。

② 第３回計量専門委員会で検討結果が示され、2021年5月に開催された第35回電力ガス基本政策小員会
で報告、審議され、電気計量制度一般のルールとしての差分計量の適用条件が整理された。

③ その適用条件の考え方については、資源エネルギー庁Webページの「電気の計量制度について差分計量の
取扱い」 にQ＆A形式で掲載されている。

第35回基本政策小委員会（令和3年5月25日）
資料5より抜粋一部修正
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５ 特定計量制度の開始に向けて

① 制度開始に向け、現在、経産省にて以下のスケジュールで作業が進められている。
② 現在、特定計量制度に係る改正省令、ガイドライン案等のパブリックコメントが実施されている。
（パブコメ実施期間は、2022年2月4日～2022年3月5日）

③ 特定計量制度については、2022年4月１日の施行を予定。

Copyright© Japan Electric Meters Inspection Corporation. All Rights Reserved 2022.2.25 計測標準フォーラム

2022年
4月

★運用開始

３月２月

特定計量制度
に係る省令改正 4/1施行

特定計量制度に係る
ガイドライン制定

特定計量制度に係る
省令改正案（電事法施行規則）、
特定計量制度に係るガイドライン案の
パブリックコメントを実施（2/4～3/5）

参考：
JEM1514(半導体電力
変換システム及び装置の
電力量検査方法)
2021年12月制定 ※ 特定計量制度に基づく計量器に対して、市場が求める要件などについては、

特定計量制度に係るガイドラインには記載されていない

特定計量制度の開始までの主なスケジュール（予定）について

施行日以降、特定計量の届出を行った者は、特例計量器も取引等に使用できることとなる。運用の中で技術革新を促し、
将来的には、より良い精度の安価で利便性の高い計量器が開発、利用され、洗練されていくことが期待される。
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６ 参考資料等

Copyright© Japan Electric Meters Inspection Corporation. All Rights Reserved 2022.2.25 計測標準フォーラム

特定計量制度及び差分計量に係る検討委員会（経産省）
○ URL:https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/keiryo_seido/index.html

持続可能な電力システム構築小委員会（経産省）
○ URL:https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/

#system_kouchiku

特定計量制度に係る省令・ガイドライン等のパブリックコメント（e-gov）
（強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律の施行に伴う
電気事業法施行規則等の経済産業省関係省令等の整備に関する省令案に対する意見公募要領）

○ URL:https://public-comment.egov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id
=620122003&Mode=0

電気計量制度に関するQ＆A（経産省）
〇 URL:https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/measure/faq/
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